
法人名 公益財団法人　滋賀県生活衛生営業指導センター

１　人員、県の人的関与の状況 （単位：人）

　①会員の状況（社団法人のみ） H30年度 R1年度
H30→R1増
減

　②役員の状況 H30年度 R1年度
H30→R1増
減

R2年度

評議員総数 10 11 1 11

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

理事総数 12 12 12

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤役員数 1 1 1

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

監事総数 3 3 3

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

うち常勤監事数

うち県職員（特別職を含む。）

うち県退職職員（ＯＢ）

常勤役員の平均報酬（年額）（千円）

役員の報酬総額（年額）（千円） 6,624 6,477 △ 147 6,355

　③職員の状況 H30年度 R1年度
H30→R1増
減

R2年度

職員総数 3 3 3

常勤職員 3 3 3

プロパー職員 3 3 3

うち県退職職員（ＯＢ） 1 1 1

県等からの派遣職員

うち県派遣職員

臨時・嘱託職員

うち県退職職員（ＯＢ）

非常勤職員

うち県派遣職員

うち県退職職員（ＯＢ）

57.0 58.0 1.0 59.0

3,544 3,652 108 3,691

職員の給与総額（年額）（千円） 10,632 10,956 324 11,073

10代 20代 30代 40代 50代 60代～ 合計

(令和2年度当初実数) 1 2 3

２　県の財政的関与の状況 （単位：千円）

H30年度 R1年度 H30→R1増減 R2年度

10,634 10,085 △ 549 9,985

19,461 20,010 549 20,110

負担金

合計 30,095 30,095 30,095

県からの借入金

県からの損失補償・債務保証

年度末
残高

短期貸付金の金額（期間中の県からの借入れで、
同一年度に貸付けと返済の双方が行われるもの）

指導センター事業費補助金20,110

項　　　　　　目 備考（R2内訳）

県からの
年間
収入額

補助金
事業費補助金 指導センター事業費補助金5,935

生活衛生振興事業補助金4,050

運営費補助金

委託料

その他

プロパー職員の年代別職員数

令和２年度　出資法人経営評価表

常勤役員の平均年齢

プロパー職員の平均年齢

プロパー職員の平均給与（年額）（千円）



H29 H30 R1
中期経営計画、年度目標とも策定している。 ○ ○ ○
中期経営計画のみ策定している。

年度目標のみ策定している。

策定していない。

全ての事業が社会情勢に適合し、その意義は大きい。 ○ ○ ○
　 社会情勢に照らして意義が薄れてきた事業がいくつかある。

社会情勢に照らして意義の薄れてきた事業が多くある。

活動について成果目標を定め、目標以上に達成している。

活動について成果目標を定め、目標どおり達成している。

活動について成果目標を定め、概ね目標どおりに達成している。 ○ ○ ○
活動について成果目標を定め、達成しているものもあるが、十分ではない。

活動について成果目標を定めていない。

多様な調査を実施し、積極的にニーズの把握に努めている。

ニーズを把握するための手段を講じている。 ○ ○ ○

具体的な取組はしていない。

管理費比率が２期連続で減少した。

管理費比率が前期に比べ減少した。 ○
管理費比率が前期に比べ増加した。 ○
管理費比率が２期連続で増加した。 ○
経常収益が２期連続で経常費用を上回った。

経常収益が、当期は経常費用を上回った。 ○
経常収益が、当期は経常費用を下回った。 ○
経常収益が、２期連続して経常費用を下回った。 ○
当期末において債務超過でない。 ○ ○ ○
２期連続で改善した。

前期に比べ改善した。

前期に比べ悪化した。

２期連続で悪化した。

２期連続で増加した。 ○ ○ ○
前期に比べ増加した。

前期に比べ減少した。

２期連続で減少した。

当期末において累積欠損金はない。 ○ ○ ○
累積欠損金は、２期連続で減少した。

累積欠損金は、前期に比べ減少した。

累積欠損金は、前期に比べ増加した。

累積欠損金は、２期連続で増加した。

流動比率は、２期連続で100%以上であった。 ○ ○ ○
流動比率は、当期は100%以上であった。

流動比率は、当期は100%未満であった。

流動比率は、２期連続で100%未満であった。

当期末において借入金はない。 ○ ○ ○
２期連続で低下した。

前期に比べ低下した。

前期に比べ上昇した。

２期連続で上昇した。

効率性経常費用に占める管理費の状況

　管理費は若干増加し、管理費率2期連続で増加し
た。また、経常収益が2期連続で経常費用を下回って
いるが、当期は前年度に比べ経常減額は縮小してい
る。経常収支の大幅な改善は、公益法人の収支相償
の関係から公益事業が大部分である当法人では非
常に難しい課題ではあるが、今期も事業会計全体を
見直すことで、さらに効率性を高めていきたい。

　経常収益が2期連続で経常費用を下回って
いるが、当期は前年度に比べ経常増減額は
縮小している。今後も、引き続き、事業の効率
性を高めるよう指導していく。

経常収益・費用の比率

健全性
債務超過の状況

　正味財産の期末残高は5期連続して増加させること
ができた。累積欠損に陥ったことは今まで一度もな
く、短期支払能力の状況にも問題はないし、借入金も
無く、健全な財務状態が確保されていると考える。た
だし、当法人のように、収益事業等の実施が難しい
法人では、自己資本の充実がなかなか困難ではある
が、財務の健全性をより高めるため、新規の自主事
業実施の検討をはじめ、出資母体の法人に寄付等を
お願いするなどして、自己資本のさらなる充実をはか
りたい。

　健全な財務状況が確保されているものと考
えられる。今後とも、法人運営の健全性の向
上に努めるよう指導していく。

正味財産期末残高の状況

累積欠損金の状況

短期的支払い能力の状況

借入金依存率の状況

県の所見

効果性
中期経営計画、年度目標の策定

　中期経営計画に基づき概ね実行できた。目標の個
別の活動成果については、7項目の内、3項目は達成
できた。未達成の4項目も、目標数字をわずかに満た
しておらず概ね良好な結果であったが、引き続き全
項目の100%の達成を目指し効果性を高めていきた
い。
　また、個別事業について見直しや事業の進め方を
変えたり、必要に応じて事業を入れ替えるなど社会
情勢等に適合するようにしている。当法人の設立趣
旨から、関係者である生活衛生関係営業者のニーズ
は、面談、アンケート、問合せメール等の様々な機会
をとらえて把握することに努める。
　総じて、当法人の事業実施を通じて、生活衛生関係
営業者の経営の健全化と衛生面の維持向上が促進
され、利用者・消費者である県民ニーズに応えるとと
もに、その利益擁護に寄与した効果は大であると考
える。

　「生活衛生関係営業の運営の適正化及び
振興に関する法律」に基づいて各種事業が
推進されている。
　引き続き、中期経営計画に基づく取り組み
を指導していく。

事業活動の社会情勢への適合性

活動の成果の達成度

住民、関係者等のニーズの把握状
況

３　評価

区分 評価項目 評価内容
該当項目に○

出資法人の所見



H29 H30 R1
県の所見区分 評価項目 評価内容

該当項目に○
出資法人の所見

知事・副知事が法人の代表者へ就任していない ○ ○ ○

知事・副知事が法人の代表者へ就任している

当期末において県派遣職員はない ○ ○ ○
常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県派遣職員の割合は前期と概ね同程度

常勤職員に占める県派遣職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県退職職員はない

常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ低下した。

常勤職員に占める県退職職員の割合は前期と概ね同程度 ○ ○ ○
常勤職員に占める県退職職員の割合が前期に比べ上昇した。

当期末において県の財政支出はない。

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で低下した。

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ低下した。 ○ ○
経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ上昇した。 ○
経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇した。

当期間中において県の短期貸付けはない ○ ○ ○
県の短期貸付けの額が２期連続で減少した。

県の短期貸付けの額が前期に比べ減少した。

県の短期貸し付けの額が前期と同額である。

県の短期貸付けの額が前期に比べ増加した。

県の短期貸付けの額が２期連続で増加した。

当期末において県の損失補償・債務保証はない ○ ○ ○
県の損失補償・債務保証の額が２期連続で減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ減少した。

県の損失補償・債務保証の額が前期と同額である。

県の損失補償・債務保証の額が前期に比べ増加した。

県の損失補償・債務保証の額が２期連続で増加した。

規程を整備している。 ○ ○ ○
規程を設けていない。

ホームページ等により不特定の者に対し情報公開を行っている。 ○ ○ ○
不特定の者に対し情報公開を行っていない。

作成した財務諸表について、会計監査人監査を受けている、または、財務
諸表の作成過程で、会計の専門家の指導・助言を受けている。

○ ○ ○

会計の専門家による監査・指導・助言等は受けていない。

業務監査を実施している。 ○ ○ ○
業務監査を実施していない。

　今後も事業を行う上で、保健所勤務者など
の衛生指導の実務経験者が必要と考えられ
る。

県財政支出の状況

知事・副知事の代表者への就任状
況

県退職職員の就任状況

　自立的な経営に向けて取り組まれてい
ると考えられる。
　今後とも、自立的な経営が推進される
よう指導していく。

　県からの財政支出として、生活衛生営
業指導センター事業費補助金（生活衛生
関係営業の経営の健全化・衛生の向上
のための事業に補助するもの。R１：
30,095千円

損失補償の状況

透明性情報公開規程の整備状況
　従前から規程を整備し情報公開に努めている。な
お、平成１４年から、不特定多数の者に対する情報
公開の機会を確保するため、当法人のホームページ
において、財務諸表、事業報告、事業計画の他、役
員名簿、定款、収支予算、役員および評議員報酬な
らびに費用に関なする規程を公開している。　また、
事業の実施予定や執行状況等をできるだけ具体的
にホームページ（トップページのホットトピックス）で公
開するよう努めている。

　今後も透明性の向上について指導してい
く。

情報公開の実施状況

会計専門家の関与状況

業務監査の実施状況

自立性

県派遣職員の状況

短期貸付金の金額（期間中の県か
らの借入れで、同一年度に貸付け
と返済の双方が行われるもの）の
状況

　経常収益に占める事業収益が増加傾向にあ
る。事業収益や特定寄付を増やすことは、現実
的にはなかなか厳しいものがあるが、創意工夫
等により事業収益をさらに増加にもっていきた
い。なお、損失補填等は今まで一度もなく、自立
的な経営が推進されていると考える。

　衛生六法に基づく生活衛生営業の衛生確保の指導
相談ため、事業遂行上どうしても衛生専門家・経験者
が必要である。衛生指導の実務経験のある県退職者
の職員（保健所勤務経験者・薬剤師）が１名就いてい
る。



　　　　　　総　合　所　見

　法人の設立趣旨に沿ってより効果的な事業推進をはかるとともに、課題である自己資本
の充実に積極的に取り組んでいく所存である。

　当該法人の財務状況は適正である。さらに事業の有効性、効率性について今後も指導し
ていく。

○滋賀県の出資比率
平成29年度末31.8％→令和３年度末25％未
満
○相談指導件数・自主点検実施件数
令和4年度において、平成30年度比10％増
加

○滋賀県の出資比率　令和元年度26.7％
○相談指導件数
　令和元年度1,942件（平成30年度比103％）
○自主点検実施件数
　令和元年度767件（平成30年度比109％）

出資法人の総合的評価・対応 県による総合的評価・対応

事業に関する事項

　「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」に基づき各種事業を推進し
ており、県民の日常生活に密接に関係する生活衛生関係営業の「衛生の向上」と「経営の
健全化」を通じて、利用者・消費者である県民の利益擁護に寄与しているものと自負してい
る。今後は、当法人の自立性をさらに確保していくため、補助金や受託事業に加えて、自主
事業の比重の増加を検討していく。

　「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」に基づいて、経営相談員に
よる生衛業者に対する個別指導、後継者育成事業、生衛業振興事業など各種事業が推進
されている。
　生活衛生関係営業者の経営の健全化、衛生水準の向上および消費者の利益擁護に努め
るよう指導していく。

財務に関する事項

　法人財務の健全性向上のため、今後も法人会計（管理費）を見直すとともに、ここ数年来
にわたり続けてきた自己資本のさらなる充実をはかり、自主財源の確保を検討する。

　健全な財務状況が確保されているものと考えられる。
　引き続き、法人運営の健全性向上について指導していく。

行政経営方針実施計画
に関する事項

※実施計画は次頁参照

　下記のとおり、概ね計画を達成することができた。来期以降も達成に向けて努力する所存
である。
　なお、令和2年度中に基本財産の額を800万以上に増大する予定であり、滋賀県の当法人
への出資比率が２５％を下回る見込みである。

　概ね、中期経営計画の年度目標を達成された。
　引き続き、中期経営計画および年度目標達成への取り組みを指導していく。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

〇滋賀県以外の者からの出資額を増額し令和元年度は750万円にできた。
〇自主衛生管理事業、経営相談事業等
　生活衛生同業組合と連携し、経営相談事業の周知に努め、相談室の運営、巡回相談を積
極的に行うなど、相談指導件数等を増加することができた。

実施計画に定める「具体的な取組内容」の進捗状況

実施計画に定める目標 左の実績 実施計画に定める目標 左の実績



【参考資料】
　財務諸表等へのリンク 公益財団法人　滋賀県生活衛生営業指導センター

http://www.shigalife.or.jp/seiei/koukai.html

　※行政経営方針実施計画（2019年度～2022年度）


